
富士市子どもの権利条例 逐条解説 

 

（前文） 

子どもは、今を生きる一人の人間として、かけがえのない大切な存在です。そして、富士山のよう

に高く、広く羽ばたく可能性に満ちた未来への希望です。 

子どもは、生まれたときから、一人ひとりが幸せに生きていく権利を持っています。人種、性別又

は障害の有無などによって差別されることなく、学校に行けない又は行かないことによって取り残さ

れることなく、貧困、病気その他のどのような困難な状況にあっても、命が守られ、幸せに育ち、生

きることが保障されます。 

子どもは、一人ひとりの違いを「自分らしさ」として尊重され、あらゆる差別、虐待や体罰、いじ

めから守られ、大人の愛情と理解のもと、失敗や成功を繰り返し、明日に向かって健やかに育つこと

ができます。子どもは、自分の考えや感じたことを自由に表すことができ、また、様々な活動の場に

参加することができます。 

子どもは、自分の意見が尊重され、周りの人からの愛情や信頼を実感することによって、自信を持

ち、自分自身を大切にする気持ちが育まれます。そして、様々な経験を通して、自分と同じように他

の人を思いやることや、社会の一員としての役割を自然と身に付けていきます。 

大人は、子どもの力を信じるだけでなく、子どもと誠実に向き合い、言葉や表情から、子どもの思

い、考え、意見を十分に受け止めます。 

大人は、常に子どものこうした心情や意見を尊重し、成長や発達に応じて子どもにとって今最も良

いことは何かを考えながら子どもの育ちを支えます。 

子どもと大人は、共に社会をつくり、幸せを分かち合うパートナーです。それぞれの役割のもと、

協力し合いながら成長することが必要です。 

富士市に生きる私たちは、子どもの権利に関する条約の理念に基づき、力を合わせて、まち全体で

子どもの育ちを支え、子どもの権利を大切にする子どもにやさしいまちをつくることを宣言し、この

条例を制定します。 

【解説】 

 この条例では、条例を制定する目的を明らかにするとともに、条例の趣旨を子どもにわかりやすく伝

えられるよう、前文を規定しています。 

 条例の作成に当たっては、子どもやその保護者などを中心に、多くの方々から意見を聴取しました。

その中でも、市内の全高校６校において、それぞれの学校で５名程度の学生による検討チームを作って

いただき、活発な意見交換の上で、前文の盛り込みたいフレーズや思いなどを提案いただきました。そ

うした意見等を踏まえ、前文には子どもの思いを込めるとともに、市が目指していることや、子どもや

大人へのメッセージなどを盛り込んでいます。 



第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、全ての子どもが命を守られ、自分らしく生き、成長し、及び発達していくこと

ができるよう、子どもの権利を保障するとともに、子どもにやさしいまちづくりを推進することを

目的とします。 

【解説】 

 第１条は、条例の制定の目的を規定しています。 

子どもの権利保障については、1989 年の国連総会において、子どもの権利条約が採択され、日本は

1994 年に条約を批准しました。そして、現在、全国で約 50 の自治体が、この条約の理念に基づいた条

例を制定しています。 

子どもを取り巻く課題が複雑化する中、従来の取組に加えて、いじめや不登校、虐待などを含む子ど

もに関わる全ての問題に対して、子どもの権利保障という視点で、子どもを主体として問題解決を図っ

ていくことが求められています。 

このため、この条例は、子どもの権利についての理念だけでなく、これを実現させるための具体的な

制度や仕組みを盛り込んだ実効性のある条例として制定します。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによります。 

⑴ 子ども １８歳未満の者で、市内に居住し、通学し、通所するものその他市内で活動するもの

をいい、これらの者と同等にこの条例が適用されることが適当であると市長が認める者を含みま

す。 

⑵ 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者であって、子どもを現に監護するものをいい

ます。 

⑶ 育ち学ぶ施設 次に掲げる施設をいいます。 

ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に定める児童福祉施設 

イ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める学校、専修学校又は各種学校 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、子どもが育ち、及び学ぶことを目的として通学し、通所し、

又は入所する施設 

⑷ 市民等 次に掲げるものをいいます。 

ア 市内に居住し、通勤し、又は通学する者 

イ 市内に事務所を有する法人その他の団体 

⑸ 施設関係者 育ち学ぶ施設の設置者、管理者及び職員をいいます。 



【解説】 

第２条は、この条例における用語の意義を規定しています。 

第１号は、「子ども」の意義を定義しています。 

「その他市内で活動するもの」とは、スポーツクラブや習い事教室に属して、市内で継続的に活動す

る子どもなどを指します。 

子どもの権利条約及び児童福祉法と整合を図り、「子ども」の対象年齢を 18歳未満としています。「こ

れらの者と同等にこの条例が適用されることが適当であると市長が認める者」とは、例えば、在学中に

18 歳の誕生日を迎えた高校生等を指します。 

第２号は、「保護者」の意義を定義しています。 

第３号は、「育ち学ぶ施設」の意義を定義しています。 

「児童福祉法に定める児童福祉施設」とは、児童福祉法第７条に規定されている保育所、乳児院、児

童養護施設、障害児入所施設等を指します。 

「学校教育法に定める学校」とは、学校教育法第１条に規定されている幼稚園、小学校、中学校、高

等学校、特別支援学校等を、「専修学校」とは、同法第 124 条に規定されている教育施設を、「各種学校」

とは、同法第 134 条に規定されている教育施設を指します。 

「ア及びイに掲げるもののほか、子どもが育ち、学ぶことを目的として通学し、通所し、又は入所す

る施設」には、上記の施設又は学校に類するものとして、民間のフリースクール等が含まれます。 

第４号は、「市民等」の意義を定義しています。 

「その他の団体」には、町内会（区）、まちづくり協議会、市民活動団体等が含まれます。 

第５号は、「施設関係者」の意義を定義しています。 

 

第２章 子どもにとって大切な権利 

（子どもにとって大切な権利） 

第３条 子どもが健やかに成長し、及び発達していくために、子どもの権利に関する条約の理念に基

づき、次に掲げる権利が特に大切なものとして保障されなければなりません。 

⑴ 子どもがかけがえのない存在として、その命が大切にされ、年齢及び発達にふさわしい環境の

下、一人ひとりの個性が尊重され、安心して成長し、及び発達することができること。 

⑵ 子どもが自分の思い、考え又は意見（以下「意見等」といいます。）を自由に表明することがで

き、それらが子どもの年齢、成長及び発達に応じて受け止められ、尊重されること。 

⑶ 子どもに関するあらゆる活動において、子どもの最善の利益が第一に考慮されること。 

⑷ 子どもが人種、性別、障害その他の子ども又はその家族の状況を理由としたあらゆる差別及び

不利益を受けることがないこと。 

 



【解説】 

第３条は、子どもにとって特に大切な権利を４つ規定しています。 

この４つの権利は、国連・子どもの権利委員会が、子どもの権利条約における一般原則として示して

いるものと整合を図っています。 

第１号の権利は、子どもの権利条約第６条「生命・生存・発達の権利」に当たります。 

子どもは、その命が大切にされ、それぞれの個性が尊重されて成長し、及び発達することができます。

また、生まれた環境に左右されることなく、心身の健やかな成長及び発達ができるよう、安全で安心な

環境や雰囲気のもと、必要な支援を受けることができます。 

第２号の権利は、子どもの権利条約第１２条「意見表明権」に当たります。 

子どもは、いつでも自分の意見等を表明することができ、大人はそれらを子どもの年齢、成長及び発

達に応じて受け止め、尊重します。また、大人は、子どもに関わることを決めるときには、子どもの意

見等をどのように受け止め、尊重したのか、子どもにわかるように説明するように努めることが重要で

す。 

第３号の権利は、子どもの権利条約第３条「子どもの最善の利益」に当たります。 

子どもに関することについて、何かが決められるときには、大人は子どもにとって最も良いことは何

かを第一に考える必要があります。 

第４号の権利は、子どもの権利条約第２条「差別の禁止」に当たります。 

全ての子どもは、いかなる差別も受けることがなく、成長し、及び発達することができ、誰一人取り

残されることはありません。 

「その他の子ども又はその家族の状況」には、宗教、言語、財産等が含まれます。 

 

（他者の権利の尊重） 

第４条 子どもは、自分の権利が他者から尊重されることと同じように、他者の権利を尊重するもの

とします。 

【解説】 

第４条は、子どもは、自分の権利が他者から尊重されることと同じように、他者の権利を尊重するこ

とを規定しています。 

子どもは、自分自身が権利を学習することや、権利を実際に行使し、他者の権利と衝突することなど

を通じて、他者の権利を尊重することを自然と身に付けることができます。 

自分の権利と同様に他者の権利を相互に尊重し合うことは、権利保障を行う上で欠かすことができま

せん。 

 

 



第３章 子どもの権利の保障 

（家庭における権利の保障） 

第５条 保護者は、子どもの成長及び発達について第一に責任があることを認識し、子どもの最善の

利益を考えて、その権利を保障しなければなりません。 

２ 保護者は、子どもの意見等に耳を傾け、子どもの年齢、成長及び発達に応じて、子どもの意見等

を尊重するよう努めるものとします。 

３ 保護者は、子どもと共にいる時間を大切にするよう努めるものとします。 

４ 保護者は、子どもの発達に有害なものから子どもを保護するとともに、子どもがそれを自ら避け

ることができるよう、必要な情報を伝えるよう努めるものとします。 

５ 保護者は、子どもの養育に当たり、市その他関係機関に必要な支援を求めることができます。 

【解説】 

第５条は、家庭における権利の保障を規定しています。 

第１項は、保護者は、子どもの成長及び発達について第一に責任があることを認識し、子どもの最善

の利益を考えて、その権利を保障しなければならないことを規定しています。 

第２項は、保護者は、子どもの意見等に耳を傾け、子どもの年齢、成長及び発達に応じて、子どもの

意見等を尊重するよう努めることを規定しています。 

第３項は、保護者は、子どもと共にいる時間を大切にするよう努めることを規定しています。 

第４項は、保護者は、子どもの発達に有害なものから子どもを保護するとともに、子どもがそれから

自ら避けることができるよう、必要な情報を伝えるよう努めることを規定しています。 

「子どもの発達に有害なもの」とは、例えば、喫煙、飲酒、薬物の濫用、売買春、児童ポルノ等を指

します。 

第５項は、保護者が、ストレスや悩みを抱えながら子どもを養育していては、子どもの権利を保障す

る役割を十分に果たすことが難しくなることから、保護者は、子どもの養育に当たり、市その他関係機

関に必要な支援を求めることができることを規定しています。 

 「その他関係機関」には、児童相談所、児童福祉施設、学校、民生委員・児童委員、子どもに関する

支援を行う団体等を含みます。 

 

（育ち学ぶ施設における権利の保障） 

第６条 施設関係者は、育ち学ぶ施設が子どもの健やかな成長及び発達にとって重要な役割を果たす

ことを認識し、子どもの最善の利益を考えて、子どもの権利を保障しなければなりません。 

２ 施設関係者は、子どもの意見等に耳を傾け、子どもの年齢、成長及び発達に応じて、子どもの意

見等を尊重するよう努めるものとします。 

３ 施設関係者は、育ち学ぶ施設に属し、又は育ち学ぶ施設にいる子どもの教育及び養育に当たり、



市その他関係機関に支援を求めることができます。 

【解説】 

 第６条は、育ち学ぶ施設における権利の保障を規定しています。 

第１項は、施設関係者は、育ち学ぶ施設が子どもの健やかな成長及び発達にとって重要な役割を果た

すことを認識し、子どもの最善の利益を考えて、その権利を保障しなければならないことを規定してい

ます。 

第２項は、施設関係者は、子どもの意見等に耳を傾け、子どもの年齢、成長及び発達に応じて、子ど

もの意見等を尊重するよう努めることを規定しています。 

第３項は、施設関係者は、育ち学ぶ施設に属し、又は育ち学ぶ施設にいる子どもの教育及び養育に当

たって、市その他関係機関に支援を求めることができることを規定しています。 

「その他関係機関」には、児童相談所、児童福祉施設、民生委員・児童委員、子どもに関する支援を

行う団体等を含みます。 

 

（地域における権利の保障） 

第７条 市民等は、地域が子どもにとって様々な経験を通して豊かに成長し、及び発達するために大

切な場であることを認識し、子どもの最善の利益を考えて、子どもの権利を保障しなければなりま

せん。 

２ 市民等は、地域社会を構成する大切な一員である子どもにとって安全で安心な地域の環境をつく

り、その環境を守るよう努めるものとします。 

３ 市民等は、子どもの意見等に耳を傾け、子どもの年齢、成長及び発達に応じて、子どもの意見等

を尊重するよう努めるものとします。 

４ 市民等は、子どもの権利の保障に関する活動を行うことをいつでも市に提案することができま

す。 

５ 市民等は、子どもに関わることについて市その他関係機関に必要な支援を求めることができま

す。 

【解説】 

 第７条は、地域における権利の保障を規定しています。 

第１項は、市民等は、地域が子どもにとって様々な経験を通して豊かに成長し、及び発達するために

大切な場であることを認識し、子どもの最善の利益を考えて、その権利を保障しなければならないこと

を規定しています。 

この条例における「地域」とは、家庭と育ち学ぶ施設以外の場所であり、町内会やボーイスカウト、

スポーツクラブ、習い事教室などを含みます。 



第２項は、市民等は、地域社会を構成する大切な一員である子どもにとって安全で安心な地域の環境

をつくり、その環境を守るよう努めることを規定しています。 

第３項は、市民等は、子どもの意見等に耳を傾け、子どもの年齢、成長及び発達に応じて、子どもの

意見等を尊重するよう努めることを規定しています。 

第４項は、市民等は、子どもの権利の保障に関する活動を行うことをいつでも市に提案することがで

きることを規定しています。 

第５項は、市民等は、子どもに関わることについて市その他関係機関に必要な支援を求めることがで

きることを規定しています。 

「その他関係機関」には、児童相談所、児童福祉施設、学校、民生委員・児童委員、子どもに関する

支援を行う団体等を含みます。 

 

（市による権利の保障） 

第８条 市は、子どもの権利を保障するため、保護者、施設関係者及び市民等と協働して、子どもに

関わる施策を推進しなければなりません。 

２ 市は、保護者、施設関係者及び市民等がそれぞれの役割を果たすことができるよう、必要な支援

を行わなければなりません。 

【解説】 

 第８条は、市による権利の保障について規定しています。 

第１項は、市は、子どもの権利を保障するため、保護者、施設関係者及び市民等と協働して、子ども

に関わる施策を推進しなければならないことを規定しています。 

第２項は、市は、保護者、施設関係者及び市民等がそれぞれの役割を果たすことができるよう、必要

な支援を行わなければならないことを規定しています。 

 

第４章 虐待、体罰、いじめ及び貧困の防止 

（虐待及び体罰の防止等） 

第９条 保護者、施設関係者及び市民等は、虐待及び体罰だけでなく、子どもの品位を傷つけるよう

な言動を行ってはいけません。 

２ 市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもに対する虐待及び体罰の防止並びにそれらの早期

発見に努めなければなりません。 

３ 市及び施設関係者は、関係機関等と連携して、虐待及び体罰を受けた子どもを迅速かつ適切に救

済し、子どもの権利の回復に努めなければなりません。 

４ 市は、虐待を防止するため、保護者がその子どもの養育が困難な状況にある場合は、その状況に

ついて特に配慮した支援に努めなければなりません。 



【解説】 

 第９条は、虐待及び体罰の防止等について規定しています。 

第１項は、保護者、施設関係者及び市民等は、虐待及び体罰をはじめ、子どもの品位を傷つけるよう

な言動を行ってはならないことを規定しています。 

「虐待」とは、児童虐待の防止等に関する法律第２条で規定する身体的虐待、性的虐待、放任・ネグ

レクト、心理的虐待を指します。 

 第２項は、市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもに対する虐待及び体罰の防止並びにその早

期発見に努めなければならないことを規定しています。 

 第３項は、市及び施設関係者は、関係機関等と連携して、虐待及び体罰を受けた子どもを迅速かつ適

切に救済し、子どもの権利の回復に努めなければならないことを規定しています。 

市及び施設関係者は、児童相談所をはじめとした関係機関等と連携し、虐待及び体罰を受けた子ども

の保護や自立支援、心身のケアなどについて取り組むことが求められます。 

「関係機関等」には、児童相談所、警察、医療機関、児童福祉施設、子どもに関する支援を行う団体

等を含みます。 

第４項は、市は、虐待を防止するため、保護者がその子どもの養育が困難な状況にある場合は、その

状況について特に配慮した支援に努めなければならないことを規定しています。 

 

（いじめの防止等） 

第１０条 市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもに対するいじめの防止及び早期発見に努め

なければなりません。 

２ 市及び施設関係者は、関係機関等と連携して、いじめを受けた子どもを迅速かつ適切に救済し、

子どもの権利の回復に努めなければなりません。 

【解説】 

 第１０条は、いじめの防止等について規定しています。 

第１項は、いじめは、子どもの心身に大きな悪影響を及ぼすことから、市、保護者、施設関係者及び

市民等は、子どもに対するいじめの防止及び早期発見に努めなければならないことを規定しています。 

第２項は、市及び施設関係者は、関係機関等と連携して、いじめを受けた子どもを迅速かつ適切に救

済し、子どもの権利の回復に努めなければならないことを規定しています。 

「関係機関等」には、警察、医療機関、フリースクール、子どもに関する支援を行う団体等を含みま

す。 

 

（子どもの貧困の防止） 

第１１条 市は、保護者、施設関係者及び市民等と連携して、子どもが安心して健やかに成長し、及



び発達するために、子どもの貧困問題に取り組むよう努めなければなりません。 

【解説】 

 第１１条は、子どもの貧困の防止について規定しています。 

市は、保護者、施設関係者及び市民等と連携して、子どもが安心して健やかに成長し、及び発達する

ために、子どもの貧困問題に取り組むよう努めなければならないこととしています。 

なお、市では、全ての子どもたちの将来が、その生まれ育った環境に関わらず、夢や希望がかなえら

れるよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、「富士市子どもの未来サポートプラン」

を令和元年度に策定し、計画に位置付けた事業を推進しています。 

 

第５章 子どもの居場所づくり 

（子どもの居場所づくり） 

第１２条 市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもがありのままの自分でいることができ、安

心して過ごすことができる居場所づくりに努めるものとします。 

２ 市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもの居場所づくりに当たり、子どもが参加し、又は

子どもの意見等を聴く機会を設けるとともに、子どもの意見等を尊重するよう努めるものとしま

す。 

【解説】 

 第１２条は、子どもの居場所づくりについて規定しています。 

第１項は、市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもがありのままの自分でいることができ、安

心して過ごすことができる居場所づくりに努めることとしています。 

社会全体として、子どもが安心して学ぶことや遊ぶこと、休むことなどができる環境づくりは大切で

す。 

居場所づくりの意味には、場所だけではなく、子どもが安心して対話ができる人間関係の構築など環

境づくりも含みます。 

「ありのままの自分でいる」とは、本能の赴くままということではなく、普段通りで自然体の自分、

素の自分、自分らしくいられるといった状態をいいます。 

代表的な居場所としては、地域社会の中で子どもが自分らしく安心して過ごすことができ、遊びや夢

を育む場で子どもの活動の拠点となるような場が挙げられます。 

第２項は、市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもの居場所づくりに当たり、子どもが参加し、

又は子どもの意見等を聴く機会を設けるとともに、子どもの意見等を尊重するよう努めることを規定し

ています。 

子どもが安心できる居場所づくりを進めるに当たっては、子どもに居場所を提供するという考え方だ



けではなく、子どもの自主性を大切にすることが重要です。 

 

第６章 子どもの権利の普及 

（子どもの権利の普及） 

第１３条 市は、子どもの権利並びにこの条例の意義及び内容について周知し、その普及に努めるも

のとします。 

【解説】 

 第１３条は、子どもの権利の普及について規定しています。 

市は、子どもの権利並びにこの条例の意義及び内容について周知し、その普及に努めることとしてい

ます。 

 

（富士市子どもの権利の日） 

第１４条 市は、富士市子どもの権利の日を設け、その周知を図るとともに、必要な取組を行うもの

とします。 

２ 前項の富士市子どもの権利の日は、１１月２０日とします。 

【解説】 

第１４条は、子どもの権利の日について規定しています。 

第１項は、市は、富士市子どもの権利の日を設け、その周知を図るとともに、必要な取組を行うこと

を規定しています。 

第２項は、富士市子どもの権利の日は、１１月２０日とすることを規定しています。 

子どもの権利の日は、条例施行日など自治体独自の日を設定している事例もありますが、子どもの権

利条約が国連で採択された１１月２０日とすることで、その日を同じく子どもの権利の日とする他自治

体と連携した普及啓発事業等を行うこともでき、より効果的な普及啓発が期待できます。 

 

（子どもの権利の学習等への支援） 

第１５条 市は、子どもが子どもの権利を学ぶ機会を保障し、互いの権利を尊重し合うことができる

よう、必要な支援に努めるものとします。 

２ 市は、保護者、施設関係者及び市民等が子どもの権利について学び、共通の認識を持てるよう必

要な支援に努めるものとします。 

【解説】 

 第１５条は、子どもの権利の学習等への支援について規定しています。 

第１項は、市は、子どもが子どもの権利を学ぶ機会を保障し、互いの権利を尊重し合うことができる



よう、必要な支援に努めることを規定しています。 

子どもは、自ら正しく権利を行使するために、子どもの権利を学び、理解することが必要であり、市

は、そのための支援を行うこととしています。 

第２項は、市は、保護者、施設関係者及び市民等が子どもの権利について学び、共通の認識を持てる

よう必要な支援に努めることを規定しています。 

子どもに関わる大人が、子どもの権利を学び、共通の認識を持つことは、社会全体として子どもの権

利を保障するためには不可欠であり、市は、そのための支援を行うこととしています。 

 

第７章 子どもの意見表明及び参加 

（子どもの意見表明及び参加） 

第１６条 市、施設関係者及び市民等は、子どもに関わる施策又は取組等について、子どもが意見等

を表明し、又は参加する機会を設けるとともに、子どもの年齢、成長及び発達に応じて、子どもの

意見等を尊重するよう努めるものとします。 

２ 市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもが主体的に活動できるよう支援に努めるものとし

ます。 

【解説】 

 第１６条は、子どもの意見表明及び参加について規定しています。 

第１項は、市、施設関係者及び市民等は、子どもに関わる施策又は取組等について、子どもが意見等

を表明し、又は参加する機会を設けるとともに、子どもの年齢、成長及び発達に応じて、子どもの意見

等を尊重するよう努めることを規定しています。 

第２項は、市、保護者、施設関係者及び市民等は、子どもが主体的に活動できるよう支援に努めるこ

とを規定しています。 

 

（子どもの視点に立った情報発信） 

第１７条 市は、市政への子どもの意見表明及び参加の促進を図るため、子どもに関わる施策又は取

組等について、子どもが理解を深め、自分の意見等を表明することができるよう、子どもの視点に

立った分かりやすい情報発信に努めるものとします。 

【解説】 

 第１７条は、子どもの視点に立った情報発信について規定しています。 

市は、市政への子どもの意見表明及び参加の促進を図るため、子どもに関わる施策又は取組等につい

て、子どもが理解を深め、自分の意見等を表明することができるよう、子どもの視点に立った分かりや

すい情報発信に努めることとしています。 

 



 

第８章 子どもの権利の侵害からの救済 

（富士市子どもの権利救済委員の設置） 

第１８条 市は、子どもの権利の侵害に迅速かつ適切に対応し、その権利の回復を支援するため、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、市長の附属機関とし

て富士市子どもの権利救済委員（以下「救済委員」といいます。）を置きます。 

２ 救済委員の定数は、３人以内とします。 

３ 救済委員は、次条に規定する救済委員の職務の遂行について利害関係がなく、子どもの権利に理

解が深く、豊かな経験を有する者のうちから、市長が委嘱します。 

４ 救済委員は、任期を３年とします。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とします。 

５ 救済委員は、再任されることができます。 

６ 市は、子どもの権利に関する相談窓口を設置するとともに、相談、調査、調整その他の活動に関

する相談員を置きます。 

【解説】 

 第１８条は、子どもの権利救済委員の設置について規定しています。 

第１項は、市は、子どもの権利の侵害に迅速かつ適切に対応し、その権利の回復を支援するため、市

長の附属機関として富士市子どもの権利救済委員を置くことを規定しています。 

富士市子どもの権利救済委員は、重大ないじめ問題について事実関係の調査及び審議等を行う「富士

市いじめ問題対策推進委員会」及び「富士市いじめ問題再調査委員会」とは別に設置するものであり、

子どもの権利侵害全般に係る救済及び回復を行います。 

 第２項は、救済委員の定数を３人以内と規定しています。 

 第３項は、救済委員は、次条に規定する救済委員の職務の遂行について利害関係がなく、子どもの権

利に理解が深く、豊かな経験を有する者のうちから、市長が委嘱することを規定しています。 

救済委員は、職務の遂行に当たって利害関係を有しないことで、子どもに安心感を与え、子どもの権

利の侵害に関する相談又は救済に公正かつ適正に対応できると考えられます。 

第４項は、救済委員の任期を３年と規定しています。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間となります。 

第５項は、救済委員は、再任を妨げられないことを規定しており、継続性を担保しています。 

 第６項は、市は、子どもの権利に関する相談窓口を設置するとともに、相談、調査、調整その他の活

動に関する相談員を置くことを規定しています。 

 

（救済委員の職務） 

第１９条 救済委員の職務は、次のとおりとします。 



⑴ 子どもの権利の侵害に関する相談に応じ、必要な助言及び支援を行うこと。 

⑵ 子どもの権利の侵害に関する救済の申立て又は自己の発意に基づき、事実の調査又は調整を行

うこと。 

⑶ 前号に規定する調査又は調整の結果、救済委員が必要であると認めるときは、市長に対し、関

係する市の機関以外の者に是正等の措置を講ずるよう要請すること（以下「是正要請」といいま

す。）を提言すること。 

⑷ 第２号に規定する調査又は調整の結果、救済委員が必要であると認めるときは、市長に対し、

関係する市の機関に是正等の措置を講ずることを提言し、又は関係する市の機関における子ども

に関する制度の改善を求めるための意見表明を行うこと。 

【解説】 

 第１９条は、救済委員の職務について規定しています。 

 第１号は、救済委員の職務として、子どもの権利の侵害に関する相談に応じ、必要な助言及び支援を

行うことを規定しています。 

 第２号は、救済委員の職務として、子どもの権利の侵害に関する救済の申立て又は自己の発意に基づ

き、事実の調査又は調整を行うことを規定しています。 

救済委員が自己の発意に基づき行動するケースとしては、相談を受ける過程での情報などをもとに、

救済委員の判断で、調査等を実施する場合などが考えられます。 

第３号は、救済委員の職務として、前号に規定する調査又は調整の結果、救済委員が必要であると認

めるときは、市長に対し、関係する市の機関以外の者に是正等の措置を講ずるよう要請することを提言

することを規定しています。 

第４号は、救済委員の職務として、第２号に規定する調査又は調整の結果、救済委員が必要であると

認めるときは、市長に対し、関係する市の機関に是正等の措置を講ずることを提言し、又は関係する市

の機関における子どもに関する制度の改善を求めるための意見表明を行うことを規定しています。 

 

（救済の申立て） 

第２０条 何人も、次に掲げる子どもの権利の侵害に関する事項について、市長に対し、救済の申立

てを行うことができます。 

⑴ 市内に居住する子どもに関するもの 

⑵ その他の子どもに関するもの（救済の申立ての原因となった事実が市内で生じたものに限りま

す。） 

【解説】 

 第２０条は、救済の申立てについて規定しています。 



何人も、１号及び２号に掲げる子どもの権利の侵害に関する事項について、市長に対し、救済の申立

てを行うことができることとしています。 

 

（救済委員の役割等） 

第２１条 救済委員は、子どもの権利の擁護者として、子どもの意見等を聴き、子どもの最善の利益

を図るよう努めるものとします。 

２ 救済委員は、子どもの最善の利益を図るために、関係機関等と相互に協力し、及び連携するよう

努めるものとします。 

【解説】 

 第２１条は、救済委員の役割等について規定しています。 

第１項は、救済委員は、子どもの権利の擁護者として、子どもの意見等を聴き、子どもの最善の利益

を図るよう努めることを規定しています。 

 第２項は、救済委員は、子どもの最善の利益を図るために、関係機関等と相互に協力し、及び連携す

るよう努めることを規定しています。 

 「関係機関等」には、児童相談所、民生委員・児童委員、子どもに関する支援を行う団体等を含みま

す。 

 

（救済委員に対する協力） 

第２２条 市及び施設関係者は、救済委員の独立性を尊重し、その活動に協力しなければなりません。 

２ 保護者及び市民等は、救済委員の活動に協力するよう努めるものとします。 

【解説】 

 第２２条は、救済委員に対する協力について規定しています。 

第１項は、市及び施設関係者は、救済委員の独立性を尊重し、その活動に協力しなければならないこ

とを規定しています。 

第２項は、保護者及び市民等は、救済委員の活動に協力するよう努めることを規定しています。 

 

（是正要請等の尊重） 

第２３条 市長は、救済委員から第１９条第３号の規定による提言があった場合は、関係する市の機

関以外の者に対する是正要請をするものとします。 

２ 前項に規定する是正要請を受けた者は、これを尊重し、必要な措置を講ずるよう努めるものとし

ます。 

３ 市長は、第１項に規定する是正要請を受けた者に対し、その是正のために講じた措置について、



報告を求めるものとします。この場合において、市長は、その内容について救済委員に報告するも

のとします。 

４ 市長は、救済委員から第１９条第４号に規定する提言又は意見表明があった場合は、これらを尊

重し、必要な措置を講ずるものとします。 

５ 市長は、前項の措置について、救済委員に報告するものとします。 

【解説】 

 第２３条は、救済委員から是正要請の提言等がなされた場合の対応について規定しています。 

 第１項から第３項は、市の機関以外の者に対し、第１９条第３号に規定する是正要請の提言がなされ

た場合の措置に規定しています。市長は、救済委員からの提言の内容について調査・検討し、必要に応

じて関係する市の機関以外の者に対し、是正要請を行います。是正要請を受けた市の機関以外の者は、

これを尊重し必要な措置を講ずるよう努めます。市長は、その是正のために講じた措置について報告を

求めることができます。この場合には、市長は、その内容について救済委員に報告するものとします。 

第４項及び第５項は、市の機関に対し、第１９条第４号に規定する是正の提言又は意見表明がなされ

た場合の措置について規定しています。市の機関は、救済委員からの是正の提言又は意見表明を尊重し、

内容について調査・検討したうえで、必要な措置を講ずるとともに、その措置の内容について救済委員

に報告するものとします。 

 

（活動状況の報告） 

第２４条 救済委員は、毎年の活動状況等を市長に報告し、市長は、それらを公表するものとします。 

【解説】 

 第２４条は、救済委員の活動状況の報告について規定しています。 

救済委員は、毎年の活動状況等を市長に報告し、市長は、それらを公表することとしています。 

救済委員が、その活動状況を広く市民に周知することで、この救済制度に関する市民の理解と協力が

より一層図られることが期待できます。 

 

第９章 施策の推進 

（推進計画） 

第２５条 市は、前条の施策を進めるに当たり、推進計画を定めるものとします。 

２ 市は、子ども、市民等及び富士市子ども・子育て会議条例（平成２７年富士市条例第１５号）に

規定する富士市子ども・子育て会議の意見を聴いて、前項の推進計画を策定し、必要に応じて、そ

の内容を見直すものとします。 

３ 市長は、第１項の推進計画の実施状況について検証するため、富士市子ども・子育て会議に諮る



ものとします。 

【解説】 

 第２５条は、推進計画について規定しています。 

第１項は、市は、前条の施策を進めるに当たり、推進計画を定めることを規定しています。 

第２項は、市は、子ども、市民等及び富士市子ども・子育て会議の意見を聴いて、前項の推進計画を

策定し、必要に応じて、その内容を見直すことを規定しています。 

第３項は、市は、第１項の推進計画の実施状況について検証するため、富士市子ども・子育て会議に

諮ることとしています。 

 

第１０章 雑則 

（委任） 

第２６条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定めます。 

【解説】 

 第２６条は、この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定めることを規定しています。 

 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行します。 

【解説】 

 附則は、この条例の効力がいつから発生するかを規定しています。 


